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審査の結果の要旨 
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 本論文は、土壌汚染浄化法についての、台湾、アメリカ合衆国、日本の三国比較を通じ

て獲得された知見を出発点として、統治機構・政策決定システムのあり方、市民の環境問

題意識および環境法の発展の相互関係につき、台湾の経験を通して論じた論文である。 

 

 本論文は序論のほか、８つの章からなる。 

 序論においては、近年、台湾の台南市でなされた、日本統治期の日本鐘淵曹達株式会社

の化学工場操業に遡る土壌汚染の発見とそれに対する法的対応を含む台湾社会の取組の描

写を通じて、本論文への導入が図られている。 

 第一章では、2000 年に成立をみた台湾の土壌汚染浄化法である土壌及地下水汚染整治法

が紹介され、土地所有者の浄化責任を、「重大な過失」があった場合に限定している点等、

台湾の法制度の特徴が分析されている。また、既にこの法律適用が争われた訴訟事件は複

数件存在し、それらが紹介・分析されている。 

 第二章では、アメリカの土壌汚染浄化法が、これに関連する法制度とともに紹介・分析

されている。制定法に先行し、また制定法を補完する、判例法であるコモン・ローの環境

保護関連の判例法理や、因果関係論など環境問題への救済を容易にする判例法理が考察さ

れる。ついで、アメリカにおける土壌汚染浄化のための主役である連邦の制定法 RCRA(The 

Resource Conservation and Recovery Act)およびわが国では「スーパーファンド法」として知

られている CERCLA(Comprehensive Environmental Response, Compensation and Liability Act)

が考察され、最後に、多くの環境保護関連制定法中に規定されている、市民であれば「だ

れでも」法の不執行を争うことができると定める市民訴訟制度が紹介されている。 

 第三章では 日本の土壌汚染浄化法制が考察される。この章では、土壌汚染対策法制定

の経緯が考察されるとともに、台湾の法制と異なり、土地所有者に浄化責任を負わせる日

本の法制が、土地取引市場や不動産業界等に及ぼした影響が考察され、こうした厳しい責

任の定めの影響を受け、土壌汚染対策技術や土壌汚染対策ビジネスが発達していったこと

が論じられている。更に、日台の環境汚染基準および訴訟件数の比較を通して、両国の規

制基準間にその厳しさの点において大きな違いがないのにもかかわらず、台湾において訴

訟件数が多い理由は、汚染浄化技術の情報公開度の違いを踏まえた浄化コストと訴訟に訴

えた場合のコストを比較することで説明できるのではないかという指摘がなされている。 

 第四章では、台湾における土壌汚染浄化法の最大の弱点として、汚染者ではない土地所

有者の浄化責任が「重大な過失」のある場合に限定されている問題が取り上げられ、それ

が土壌汚染浄化という立法目的の達成との関係で大きな障害となっていることが分析され



ている。そして環境問題の解決との関係で討議型民主主義に依拠した政策決定様式のもつ

優位性を論じた Mark Sagoff の著書 『Price, Principle, and the Environment』における議論の

考察に依拠しながら、論文前半の各論的考察から、論文後半の台湾における環境法の成立

と台湾における統治機構および政策決定様式の変化の考察への橋渡しがなされる。 

 第五章では、市民の政治参加、市民が政策決定過程に直接働きかけを行う道がどれだけ

ありえたのかという視点から、日本統治期および中華民国成立から戒厳令が解除される

1987 年までの台湾の統治機構のあり方が諸種の方面から分析されている。また、この時代

に発生した環境問題に対し、市民が制度外の方法により問題解決を試み、その目的を果た

すことができなかった事例の紹介も行われている。 

 第六章および第七章では、1987 年に戒厳令が解除された後の変化が扱われている。第六

章では、民主化の最も端的な現れとしての各種の選挙（立法院、大統領、地方選挙）にお

ける環境問題の重要性が選挙データを基に実証される。また、直接投票制度導入の影響や、

民主化が市民団体の飛躍的増加をもたらしたこと、この変化は環境保護分野において顕著

であったことが考察されている。続く第七章では、こうした変化が、環境法分野における

政策決定様式にどのような変化をもたらしたかが論じられている。これらの考察を通じ、

台湾の民主化を推し進める過程で、1980 年代に入って各地での環境問題が政治問題化し、

環境保護運動が急速に進んだことが大きな役割を果たした点が指摘されるとともに、環境

保護問題への取組が、民主化を契機として、政策決定様式の変化を媒介として進展してい

った過程が分析されている。 

 第八章では、第六章、第七章で明らかにされたような変化を通じて、台湾の環境法制が

どのよう形で整備され、環境法の成立と呼べるような変化をもたらしたかが描かれている。

まず 1987 年には、アメリカのＥＰＡや日本の環境省に当たる環境保護署が創設され、これ

を承けて、環境基本法、環境影響評価法、土壌及地下水汚染浄化法、公害紛争処理法等が

制定されたのみならず、既存の空気汚染防止法や水汚染防止法の規制基準も引き上げられ

た。また、民法規定も、環境被害者の挙証責任を軽減する方向で修正され、刑事法にも環

境汚染者の刑事責任を定める規定が挿入された。さらに、2000 年には、市民に環境行政法

の実現を求める権利を認める市民訴訟制度の導入も行われた。 

 以上が、本論文の要旨である。 

 

 本論文の長所としては、次の点が挙げられる。 

 第一に、環境法という新しい研究分野において、前半の各論部分で土壌汚染浄化法制度

の具体的な分析を行った上で、これを後半の総論部分において、環境保護法制の発達と民

主制との関係という、極めて大きなテーマと結びつけるというダイナミックな課題設定を

行い、これに果敢にチャレンジした意欲的な研究であることが挙げられる。 

 第二に、台湾、アメリカ合衆国、日本の土壌汚染浄化法の３カ国比較が行われており、

土壌汚染という環境問題に対する法的取組における３カ国の特徴がそれぞれの国の制度の



背景をなしている諸要素も考察の対象としながら、丁寧に分析・考察されている点が挙げ

られる。著者にとって外国語、外国法であるアメリカと日本の土壌汚染浄化を台湾との比

較の視座でとらえ、相当にこなれた日本語で表現したことも高く評価すべきである。 

 第三に、台湾における工業化の進展が環境問題の深刻化と市民の環境問題意識を生み出

し、それが民主化要求の推進力となったとともに、民主化が政策決定の行われ方─政策決

定様式─を変化させ、台湾における環境保護法制を大きく進展させていった過程について、

様々な角度からの分析が展開されている点が挙げられる。かつ、そこで得られた知見は、

論文前半で展開された台湾・アメリカ・日本の三カ国比較により得られた知見と合わさる

ことで、民主化と環境保護法制の発展とが有する有機的関係につき、台湾一国に留まらな

い普遍性をもった知見を得ることにある程度成功していると言える。 

 もとより、本論文にも、短所がないわけではない。 

 第一に、法制度と政治制度の関係を考察することをテーマとして設定している論文であ

るが、それぞれの対象につき正確で客観的な考察を展開しようとする論述スタイルがとら

れ自らの主張を積極的に展開することに謙抑的であるため、記述が静態的になる傾向があ

る。そのため、両者の関係を動態的に結びつけ、論文が明らかにしようとしている法制度

と政治制度との関係のダイナミズムを理解するために、読者の側で努力することが必要と

なっている面がある。 

 第二に、民主制と環境保護とは、本論文が主張するように、親和的である側面もある反

面、それが背馳の関係にある側面もあるが、その点についての議論の備えが不十分である

ことが挙げられる。 

 本論文には、このような問題点がないわけではないが、これらは、長所として述べた本

論文の価値を大きく損なうものではない。以上から、本論文の著者が自立した研究者ある

いはその他の高度の専門的な業務に従事するに必要な高度な研究能力およびその基礎とな

る豊かな学識を備えていることは明らかであり、本論文は博士（法学）の学位を授与する

にふさわしいと判定する。 

 


